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第１章 計画の策定にあたって 

第１節 計画策定の背景 

社会全体の潮流として、ライフスタイルや価値観の多様化、社会経済情勢の変化等に伴い、

少子化が依然として進行しているほか、世帯の少人数化や地域のつながりの希薄化などによ

り、子育てへの不安感や孤立感を抱いている子育て家庭が多くなってきています。 

このような子ども・子育てを取り巻く社会情勢の変化を受け、新たな支援制度を構築して

いくため、平成 22 年の「子ども・子育てビジョン」の閣議決定を経て、平成 24 年には、

認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の新たな給付や認定こども園法の改善などが盛

り込まれた「子ども・子育て関連３法」が制定されました。 

この３法に基づいた平成 27 年度から施行される新たな子育て支援の仕組み、「子ども・子

育て支援新制度」では、「子どもの最善の利益」が実現される社会をめざすという考えを基本

に、（１）質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供、（２）保育の量的拡大・確保、

教育・保育の質的改善、（３）地域の子ども・子育て支援の充実、が目指されることとなって

います。 

 

富士見市においては、平成 21 年度に「富士見市次世代育成支援行動計画（後期行動計画）」

を策定し、「子育て 子育ち 輝く 未来へ」を目標像に掲げ、市民、地域、行政関連機関の

協働による子育て環境の整備に取り組んできました。 

この間、土地区画整理事業や鶴瀬駅東通線の全線開通などの基盤整備、東武東上線と東急

東横線、横浜高速みなとみらい線との相互直通運転の開始など、利便性が向上し、首都 30

キロメートル圏であるというアクセスの良さなどから、特に子育て家庭の転入が多くありま

した。 

併せて、増加する子育て世代のニーズに対応するべく、認可保育所や放課後児童クラブの

新設を行い定員増を図ってきたほか、今後大型ショッピングセンターの新設を予定するなど、

一層の子育て環境の充実に努めてきました。 

このたび、富士見市次世代育成支援行動計画（後期行動計画）が期間満了を迎えるにあた

り、国の新たな制度への対応を図るだけでなく、富士見市の子ども・子育てを取り巻く環境

の変化等を踏まえ、子どもの健やかな育ちと子育てを社会全体で支援する環境を整備するた

めの指針として「富士見市子ども・子育て支援事業計画」策定します。 
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第２節 計画の期間 

本計画の期間は、平成 27 年度から平成 31 年度までの５か年とします。計画最終年度で

ある平成 31 年度には計画の達成状況の確認と見直しを行います。 

（年度） 

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 
     

 富士見市子ども・子育て支援事業計画（本計画）    

     

      次期計画 
（平成 32 年度～） 

     

 

 

第３節 計画の法的根拠 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画と

して位置づけるとともに、平成 37 年３月まで 10 年間延長することとなった、「次世代育成

支援対策推進法」第８条に基づく市町村行動計画としても位置づけます。 

また、市のまちづくりの基本となる「富士見市総合計画」を上位計画として、ほかの関連

する計画と整合性を持たせた、市の子ども・子育てに係る総合計画として策定します。 

 

■子ども・子育て支援法 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第六十一条  市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て

支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村

子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。  

２  市町村子ども・子育て支援事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提供するための施

設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域（以下「教育・保育提供区域」という。）

ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の特定教育・保育施設に係る必要利用定員総数（第

十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとの必要利用定員総数とする。）、特定地域

型保育事業所（事業所内保育事業所における労働者等の監護する小学校就学前子どもに係る部分を

除く。）に係る必要利用定員総数（同項第三号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）そ

の他の教育・保育の量の見込み並びに実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びそ

の実施時期  

二  教育・保育提供区域ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の地域子ども・子育て支援

事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及

びその実施時期  

三  子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体

制の確保の内容  

 

  

計画 
策定 

評価・ 
次期計画策定
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現況と課題 

第１節 市の概要 

１．人口３区分の推移 

総人口は、近年子育て世代を中心とした転入者数が増加していることから微増傾向にあ

り、平成 26 年４月時点で 108,895 人となっています。年少人口（０～14 歳）につい

ても平成 24 年を転機に微増傾向であり、平成 26 年時点で 14,654 人となっています。 

 

 

 

 

 

富士見市の年少人口の割合は減少傾向にあり、平成 22 年から平成 26 年までの５年間

で 0.5 ポイントの減となっています。しかし、全国、埼玉県と比較すると、各年とも約 0.5

ポイント程度、全国、埼玉県よりも高い値で推移しており、全国的には年少人口の割合は

高い状況となっています。 

 

  

14,686 14,662 14,499 14,606 14,654

69,593 69,593 69,265 69,861 69,699

20,988 21,499 22,366 23,523 24,542

105,267 105,754 106,130 107,990 108,895

0

50,000

100,000

150,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

（人）
人口３区分の推移

年少人口(0～14歳) 生産年齢人口(15～64歳) 老齢人口(65歳以上)

14.0 13.9

13.7

13.5
13.5

13.4

13.3
13.2

13.1

13.6
13.5

13.3

13.1

13.0

13.5

14.0

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

（％）
年少人口の割合

富士見市 全国 埼玉県

資料：住民基本台帳（各年 4 月 1 日現在） 

※平成 25 年以降は、住民基本台帳に外国人人口が含まれています。以下同様。 

資料：住民基本台帳（各年 4 月 1 日現在）

※全国・埼玉県の平成 26 年の数値については、公表され次第記載します
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２．人口ピラミッド 

平成 26 年４月時点の人口ピラミッドは、35 歳から 49 歳までの子育て世代にあたる人

口が特に多くなっています。 

特に、40～49 歳の割合は、全国、埼玉県と比較しても、富士見市では高いことが特徴

的です。 

 

 

  

  

2,582 

2,424 

2,559 

2,537 

2,679 

3,114 

3,770 

4,508 

5,236 

4,396 

3,270 

2,781 

3,378 

3,476 

3,479 

2,340 

1,271 

479 

130 

04,0008,000

0-4歳
5-9歳
10-14歳
15-19歳
20-24歳
25-29歳
30-34歳
35-39歳
40-44歳
45-49歳
50-54歳
55-59歳
60-64歳
65-69歳
70-74歳
75-79歳
80-84歳
85-90歳
90歳以上

（人）

男性

2,339 

2,337 

2,413 

2,540 

2,786 

3,154 

3,659 

4,160 

4,852 

3,916 

2,899 

2,598 

3,466 

3,908 

3,832 

2,603 

1,620 

844 

560 

0 4,000 8,000 （人）

女性平成26年 人口ピラミッド

0-4

歳

5-9

歳

10-

14歳

15-

19歳

20-

24歳

25-

29歳

30-

34歳

35-

39歳

40-

44歳

45-

49歳

50-

54歳

55-

59歳

60-

64歳

65-

69歳

70-

74歳

75-

79歳

80歳

以上

富士見市 4.5 4.4 4.6 4.7 5.0 5.8 6.8 8.0 9.3 7.6 5.7 4.9 6.3 6.8 6.7 4.5 4.5

全国 4.2 4.3 4.6 4.7 5.0 5.6 6.2 7.3 7.6 6.5 6.0 6.1 7.7 6.6 5.7 4.8 7.0

埼玉県 4.2 4.4 4.6 4.8 5.1 5.7 6.5 7.9 8.4 6.9 5.9 5.9 7.6 6.9 5.9 4.3 4.9

4.5 4.4 4.6 4.7
5.0

5.8

6.8

8.0

9.3

7.6

5.7

4.9

6.3

6.8 6.7

4.5 4.5

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0
（％） 人口ピラミッドの割合

資料：住民基本台帳（平成 26 年 4 月 1 日現在） 

資料：住民基本台帳（富士見市は平成 26 年 4 月 1 日現在

全国、埼玉県は平成 25 年 4 月 1 日現在）
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３．世帯の状況 

１世帯当たり人員は、全国、埼玉県よりも低く、微減傾向で推移しており、平成 26 年

４月時点で 2.27 人となっています。 

世帯の内訳として、一般世帯の状況をみると、核家族世帯や単独世帯は全国より高く、

世帯の少人数化や核家族化が進んでいます。 

 

 

 

 

  

2.29 2.28 2.27
2.29

2.27

2.38

2.36 2.34 2.31

2.45 2.43
2.40 2.38

2.20

2.30

2.40

2.50

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

（人）
１世帯あたり人員

富士見市 全国 埼玉県

60.4

32.8

4.4

62.2

28.4

5.8

56.3

32.4

7.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

核家族世帯 単独世帯 ３世代世帯

（％） 一般世帯の内訳

富士見市 埼玉県 全国

資料：住民基本台帳（各年 4 月 1 日現在）

資料：平成 22 年国勢調査 
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４．出生の状況 

出生率は増減を繰り返しながらやや微減傾向にありますが、各年とも全国や埼玉県より

も概ね 3 ポイント高い値で推移しており、平成 24 年時点で 9.0 と、全国的に見ても高い

水準を維持しています。 

 

 

 

合計特殊出生率は全国的には平成 17 年に過去最低である 1.26 を記録して以降微増傾

向にありますが、東京都や埼玉県など都市部では全国平均を下回っている状況です。富士

見市においては、増減を繰り返しながら推移していますが、概ね埼玉県と同程度の値で推

移しており、平成 24 年時点では 1.31 となっています。 

 

 

  

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

富士見市 9.4 8.9 9.4 8.9 9.0

全国 8.7 8.5 8.5 8.3 8.2

埼玉県 8.6 8.5 8.4 8.2 8.0

9.4

8.9

9.4

8.9 9.0

7

8

9

10
（人口千人対）

出生率

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

富士見市 1.25 1.23 1.39 1.28 1.31

全国 1.37 1.37 1.39 1.39 1.41

埼玉県 1.28 1.28 1.32 1.28 1.29

1.25
1.23

1.39

1.28

1.31

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5
合計特殊出生率

資料：埼玉県の人口動態概況 

資料：埼玉県人口動態概況 
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第２節 教育・保育に関する状況 

１．0～14 歳人口 

０～14 歳人口の内訳をみると、０～２歳の伸び率が最も高く、平成 26 年時点で 2,985

人となっています。 

 
 

 

２．就学前児童の状況 

０～２歳の認可保育所入所児童数は平成 22 年に比べ定員数が拡大しており、平成 26

年時点で 599 人と、過去５年間で約 1.3 倍になっています。 

  

  

2,855 2,873 2,818 2,929 2,985

2,891 2,904 2,898 2,841 2,909

5,993 5,904 5,797 5,800 5,759

2,947 2,981 2,986 3,036 3,001

14,686 14,662 14,499 14,606 14,654

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

（人）
０～14歳人口の推移

０歳～２歳 ３歳～５歳 ６歳～11歳 12歳～14歳

84 85 90 95 105

170 198 194 212 227

198
226 225 247 267

452
509 509

554
599

0

200

400

600

800

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

（人）
０～２歳 認可保育所入所児童数

０歳 １歳 ２歳

資料：住民基本台帳（各年 4 月 1 日現在）

資料：各年４月１日時点
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３歳以上の認可保育所入所児童数は、いずれの年齢も定員数が拡大しており、平成 26

年時点で 776 人と、過去５年間で約 1.2 倍になっています。 

  

 

 

３歳以上の幼稚園在園児童数は、ほぼ横ばいで推移しており、平成 26 年時点で 1,953

人となっています。 

 

 

  

217 219 242 247 265

222 229 226 254 256

207 231 228 231 255
646 679 696 732

776

0

200

400

600

800

1000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

（人）
３歳以上 認可保育所入所児童数

３歳 ４歳 ５歳以上

634 589 603 559 596

650 748 709 682 675

685 645 753 704 682

1,969 1,982 2,065 1,945 1,953

0

500

1000

1500

2000

2500

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

（人）
３歳以上 幼稚園在園児数

３歳 ４歳 ５歳以上

資料：各年４月１日時点 

資料：各年５月１日時点 
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ニーズ調査結果では、保育所や幼稚園等の利用状況は、就学前児童の約６割が「利用し

ている」状況となっています。 

また、その内容としては、「幼稚園」が 53.1％、「保育所」が 38.7％と大半を占めてい

ます。 

 

 

 

 
  

利用している , 

58.7

利用していない, 

39.9

不明・無回答, 

1.4

利用状況

53.1

38.7

8.5

4.4

2.4

1.9

1.4

0.9

0.5

0.3

0.0

0.0

0.4

0 20 40 60

幼稚園

保育所

幼稚園の預かり保育

その他

事業所内保育施設

家庭保育室

ファミリー・サポート・センター

その他の無認可の保育施設

緊急サポートセンター

認定こども園

家庭的保育

居宅訪問型保育

不明・無回答

%

利用内容

n=1,014

資料：子ども・子育て支援新制度に関するニーズ調査 
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保育所や幼稚園等を利用している理由は、「子どもの教育や発達のため」が約６割、「現

在就労している」が約５割で特に多くなっています。 

一方、現在保育所や幼稚園等を利用していない理由は、「（父親・母親）が就労していな

いから」が６割弱で最も多く、次いで、「子どもがまだ小さいため」が２割半ばとなってい

ます。 

 

 

  

  

59.9

50.6

1.1

0.8

0.7

0.1

2.2

1.6

0 20 40 60 80

子どもの教育や発達のため

現在就労している

就労の予定がある／求職中である

家族・親族などを介護している

病気や障害がある

学生である

その他

不明・無回答

%
利用している理由

n=1,014

57.8

24.6

5.4

4.6

4.6

3.9

1.3

0.7

0.3

2.5

0 20 40 60 80

（ 父親・母親 ）が就労していないから

子どもがまだ小さいため

利用したいが、

経済的な理由で利用できない

祖父母や親戚の人が見ている

利用したいが、希望する施設に空きがない

その他

利用したいが、

事業の質や場所等、納得できる施設がない

利用したいが、

延長・夜間等の時間帯の条件が合わない

近所の人や保護者の友人・知人が見ている

不明・無回答

%

利用していない理由

n=690

資料：子ども・子育て支援新制度に関するニーズ調査 
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保育所や幼稚園等の施設を選ぶ際に重視する点は、「自宅の近くにある」が約７割と突出

して高く、次いで「職員の対応や施設の印象が良い」が約４割となっています。 

 

   

70.9

42.5

26.9

25.4

22.5

17.5

16.3

11.6

11.2

10.2

10.0

8.6

8.4

7.8

6.7

4.5

4.2

2.8

1.2

0.2

10.2

0 20 40 60 80

自宅の近くにある

職員の対応や施設の印象が良い

給食を提供している

利用料が安い

延長保育に対応している

施設・設備が整っている

地域の評判が良い

送迎サービスを行っている

様々な教育プログラムを提供している

兄弟姉妹が通っている

駐車場がある

子どもの小学校区内にある

園行事が充実している

駅の近くにある

職場の近くにある

夜間・休日保育に対応している

病後の保育に対応している

乳児保育に対応している

その他

特に考えていない

不明・無回答

%

施設を選ぶ際に重視する点

n=1,728

資料：子ども・子育て支援新制度に関するニーズ調査 
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３．就学児童の状況  

児童・生徒数はやや微減しており、平成 25 年時点で 8,464 人となっています。 

     

 

放課後児童クラブ利用人数は増加傾向にあり、平成26年時点で782人となっています。 

  

 

  

2,932 2,897 2,801 2,815

3007 2944 2926 2903

2,655 2,704 2,729 2,746

8,594 8,545 8,456 8,464

0

5,000

10,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

（人） 児童・生徒数

小学校低学年 小学校高学年 中学校

724 727 753 789 782

0

500

1000

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

（人） 放課後児童クラブ利用人数

資料：各年５月１日時点 

資料：各年４月１日時点 
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ニーズ調査において、小学生保護者を対象に、放課後の過ごし方を聞いたところ、低学

年・高学年共に「自宅」が６割半ばと最も高くなっています。また、高学年になると「習

い事」の割合が高くなっており、一方「放課後児童クラブ」の割合は半減しています。 

 

 

   

64.5

53.5

30.8

21.8

21.7

10.0

6.7

0.2

3.2

0 20 40 60 80

自宅

習い事（ピアノ教室、学習塾など）

その他（公民館、公園など）

放課後児童クラブ

祖父母宅や友人・知人宅

児童館

地域子ども教室

ファミリー・サポート・センター

不明・無回答

%

低学年（１～３年生）の放課後の過ごし方
n=911

64.4

60.6

36.3

19.1

10.9

10.3

5.0

0.3

10.1

0 20 40 60 80

自宅

習い事（ピアノ教室、学習塾など）

その他（公民館、公園など）

祖父母宅や友人・知人宅

児童館

放課後児童クラブ

地域子ども教室

ファミリー・サポート・センター

不明・無回答

%

高学年（４～６年生）の放課後の過ごし方
n=911

資料：子ども・子育て支援新制度に関するニーズ調査
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第３節 家庭の状況 

１．家族の状況 

未婚率は女性より男性の方が全体的に高く、全国、埼玉県とほぼ同程度の割合となって

います。 

しかし、富士見市の状況を平成 12 年と比べると、平成 22 年では男女ともに未婚率は

上昇しており、中でも、35～44 歳までの未婚率は約 10 ポイント以上上昇しています。 

  

  

 

  

93.8

68.6

42.3

25.0
19.4

16.0

91.5

68.5

47.4
38.0

30.7
23.6

0

20

40

60

80

100

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

（％） 男性の未婚率

平成12年 平成22年

88.4

50.6

26.1

13.4 8.2 5.0

88.2

58.4

34.6

23.0
18.1

13.3

0

20

40

60

80

100

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

（％） 女性の未婚率

平成12年 平成22年

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

富士見市 91.5 68.5 47.4 38.0 30.7 23.6

全国 91.4 69.2 46.0 34.8 28.0 22.0

埼玉県 92.9 71.9 48.8 37.5 29.9 23.1

0

20

40

60

80

100
（％） 男性の未婚率（比較）

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

富士見市 88.2 58.4 34.6 23.0 18.1 13.3

全国 87.8 58.9 33.9 22.7 17.1 12.4

埼玉県 89.3 60.1 33.8 22.5 16.1 10.9

0

20

40

60

80

100
（％） 女性の未婚率（比較）

資料：国勢調査
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日頃子育てにかかわっている人は、就学前児童、小学生児童共に「母親」が８割以上で

最も多く、「父親」が５割半ばとなっています。また、小学生児童では、「学校」が６割半

ばで多くなっているほか、「塾など（習い事）」も約４割と高くなっています。 

 

 
  

88.2

54.7

27.1

31.5

24.1

0.3

4.3

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親

父親

祖父母

幼稚園

保育所

認定こども園

その他

不明・無回答

就学前児童（ｎ＝1,728）

95.3

55.5

26.9

65.0

11.6

39.1

3.2

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親

父親

祖父母

学校

放課後児童クラブ

塾など（習い事）

その他

不明・無回答

子育てにかかわっている人

小学生児童（ｎ＝911）
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日頃、子どもを見てもらえる親族・知人の有無については、「緊急時もしくは用事の際に

は祖父母等の親族にみてもらえる」が就学前児童で６割弱、小学生児童で５割弱と最も高

くなっています。 

一方、「いずれもない」が就学前児童で 18.3％、小学生児童で 11.7％となっています。 

 

   

  

22.0 

57.8 

3.2 

17.1 

18.3 

0.8 

29.9 

49.0 

8.0 

35.7 

11.7 

0.2 

0% 20% 40% 60%

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には

子どもをみてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

日常的に見てくれる親族・知人の有無

就学前児童（ｎ＝1,728）
小学生児童（ｎ＝911）

資料：子ども・子育て支援新制度に関するニーズ調査
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２．就労状況 

女性の就業率をみると、平成 12 年に比べ平成 22 年では全体的に就業率が高くなって

おり、特に 25 歳から 39 歳までの M 字の底辺が上がっています。この傾向は、全国、埼

玉県と同様であり、平成 22 年の値を比較するとほぼ同程度となっています。 

  

 

 

  

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

平成12年 18.2 64.0 61.7 49.5 48.7 59.7 63.9 63.1 56.1 35.3 20.7 13.3

平成22年 15.6 59.2 67.6 58.1 57.4 63.7 67.0 64.4 58.2 47.4 27.3 14.0

0

20

40

60

80
（％）

女性の就業率の推移

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

富士見市 15.6 59.2 67.6 58.1 57.4 63.7 67.0 64.4 58.2 47.4 27.3 14.0

全国 13.3 60.3 67.1 60.6 60.4 65.1 69.3 68.1 59.7 44.0 27.0 16.3

埼玉県 14.8 60.2 68.2 58.9 57.7 63.1 67.6 65.9 57.9 42.7 25.7 14.6

0

20

40

60

80
（％）

女性の就業率の推移（比較）

資料：平成 22 年国勢調査
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就業状況は、「フルタイム」が父親では９割以上であるのに対し、母親では２割程度とな

っています。母親では、就学前児童では「以前は就労していたが、現在は就労していない」

が約５割と多くなっています。 

 

 

パート、アルバイトも含めた母親の就業率は、平成 16 年に比べ平成 25 年では、就学

前児童において 15.4 ポイントの増、小学生児童において 21.6 ポイントの増となってお

ります。 

 

 

 

  

15.1 

20.8 

7.6 

0.4 

18.1 

45.6 

1.1 

0.4 

53.3 

26.2 

3.7 

5.5 

1.2 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=,1726)

小学生児童

（n=910）

就労状況

母親

95.3 

90.3 

0.2 

0.2 

0.7 

1.0 

0.7 

0.9 

3.1 

7.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=1,643)

小学生児童

（n=886)

フルタイムで就労しており、育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

父親

26.5

45.6
33.2

55.4
41.9

67.2

0

50

100

就学前児童 小学生児童

（％） 母親の就業率の推移

平成16年 平成21年 平成25年

資料：子ども・子育て支援新制度に関するニーズ調査
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母親の、現在パート・アルバイト等の人の、今後のフルタイムへの転換希望については、

就学前児童、小学生児童いずれも「パート・アルバイト等就労を続けることを希望」が最

も多くなっています。また、就学前児童では「フルタイムへの転換希望はあるが、実現で

きる見込みはない」が４人に１人程度と、小学生児童に比べて高くなっています。 

一方、現在就労していない人の今後の就労希望については、就学前児童では「１年以上

先で、一番下の子どもが５～６歳になったころに就労したい」が約４割強で最も多いのに

対し、小学生児童では「すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい」が４割弱で元も多

くなっています。 

 

 

 

  

9.1

4.8

25.1

18.6

50.2

65.6

4.2

2.6

11.5

8.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=331)

小学生児童

（n=419)

パート・アルバイト等の人のフルタイムへの転換希望

フルタイムへの転換希望があり、実現できる見込みがある

フルタイムへの転換希望はあるが、実現できる見込みはない

パート・アルバイト等就労を続けることを希望

パート・アルバイト等をやめて子育てや家事に専念したい

不明・無回答

母親

21.6

25.3

49.9

29.5

23.4

37.2

5.1

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=983)

小学生児童

（n=288)

就労していない人の就労希望

子育てや家事に専念したい（就労の予定はない）

１年以上先で、一番下の子どもが□□歳になったころに就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

不明・無回答

母親

資料：子ども・子育て支援新制度に関するニーズ調査
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育児休業取得状況を「取得した」は、母親では６割弱であるのに対し、父親では２％程

度となっています。 

また、取得していない理由としては、母親では「子育てや家事に専念するため退職した

から」が４割半ばと最も多いのに対し、父親では「仕事が忙しかったから」や「配偶者が

仕事をしていなかったから」が４割半ばで最も多くなっています。 

 

   

58.3

1.9

34.7

91.1

7.0

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親（n=761）

父親（n=1,628）

働いていた人の育児休業取得状況

取得した（取得中である） 取得していない 不明・無回答

就学前児童

11.0

4.9

3.0

9.8

0.0

4.5

3.4

0.0

0.4

4.9

48.5

14.4

4.9

1.1

3.0

17.4

4.9

36.2

44.2

0.5

6.7

8.8

29.9

2.8

19.9

43.6

10.7

0.0

15.3

0.3

1.5

0.1

5.9

2.0

0% 20% 40% 60%

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があったから

仕事が忙しかったから

（産休後に）仕事に早く復帰したかったから

仕事に戻るのが難しそうだったから

昇給・昇格などが遅れそうだったから

収入減となり、経済的に苦しくなるから

保育園などに預けることができたから

配偶者が育児休業制度を利用したから

配偶者が仕事をしていなかったから

祖父母等の親族に見てもらえたから

子育てや家事に専念するため退職したから

職場に育児休業の制度がなかったから

有期雇用のため育児休業が取得できなかったから

育児休業を取得できることを知らなかったから

産前産後の休暇を取得できること知らず、退職したから

その他

不明・無回答

育児休業を取得していない理由

母親（n=264) 父親（n=1483)

資料：子ども・子育て支援新制度に関するニーズ調査
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３．子育ての状況 

子育てをする上で、気軽に相談できる人・場所について「いる／ある」はいずれも９割

を超え高くなっています。一方、就学前児童の 4.3％、小学生児童の 7.5％が「いない／

ない」となっています。 

 

 

相談相手・場所としては、「友人や知人」が最も高く、次いで「祖父母等の親族」が多く

なっています。 

 
  

94.1 

90.6 

4.3 

7.5 

1.6 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（ｎ＝1,728）

小学生児童

（ｎ＝911）

相談相手・場所の有無

いる／ある いない／ない 無回答

74.9 

75.8 

16.6 

16.4 

18.3 

8.4 

0.3 

0.5 

3.4 

9.9 

3.1 

0.9 

68.7 

82.7 

16.6 

19.4 

5.0 

6.5 

0.6 

5.1 

1.8 

0.7 

2.9 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

幼稚園

保育所

かかりつけの医師

民生委員・児童委員

ファミリー・サポート・センター

健康増進センター

子育て支援センター

児童館

市役所の子育て関連窓口

相談相手・場所

就学前児童（ｎ＝1,728） 小学生児童（ｎ＝911）

資料：子ども・子育て支援新制度に関するニーズ調査 

資料：子ども・子育て支援新制度に関するニーズ調査 
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今後利用したい事業としては、「自治体発行の子育て支援情報誌」が約６割と最も多く、

次いで、「保育所の園庭の開放など」が約５割、「子育ての総合相談窓口」が４割半ば程度

となっています。 

 

 

 

 

地域の子育て環境の満足度は、「３」がいずれも４～５割程度で最も多くなっています。 

 

 

 

  

60.5

49.7

44.4

38.8

37.7

29.1

24.8

0 20 40 60 80

自治体発行の子育て支援情報誌

保育所の園庭の開放など

子育ての総合相談窓口

教育相談室・教育相談センター

家庭教育に関する学級・講座

健康増進センターの情報・相談事業

母親（父親）学級、両親学級、育児学級

%

今後利用したい事業
n=1,728

7.3

5.2

19.7

20.9

43.6

51.4

22.3

16.9

2.7

2.1

4.3

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童（ｎ＝1,728）

小学生児童（ｎ＝911）

地域の子育て環境や支援の満足度

低い １ 2 3 4 高い ５ 不明・無回答

資料：子ども・子育て支援新制度に関するニーズ調査

資料：子ども・子育て支援新制度に関するニーズ調査
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第４節 子ども・子育てに関する課題 

第１節から第３節の状況を踏まえた主な課題は下記のとおりとなります。 

１．ゆるやかな少子化の進行 

富士見市では、近年宅地開発や道路・交通の利便性の向上などにより、子育て世代の転

入が増えており、年少人口の割合や、出生率は全国、埼玉県に比べると、顕著に高くなっ

ています。しかし、男女共に未婚率が上昇している中、年少人口や出生数自体はほぼ横ば

い、年によっては微減傾向となっており、徐々に少子化が進行していることがうかがえま

す。 

 

２．就学前児童の保育ニーズの高まり 

子育て世代の女性の就業率は 10 年前に比べ上昇しており、働いている女性の約６割は

育児休業を取得している状況です。その影響から、就学前児童の教育・保育の状況を見る

と、幼稚園在園時数はほぼ横ばいであるのに対し、特に０～２歳の入所児童数の増加率が

高く、保育ニーズは高まりつつあります。 

また、保育所等の施設を選ぶ際に重視する点は、「自宅の近くにある」が高くなっており

ますが、保育園を利用する保護者のニーズには「駅の近く」「職場の近く」の比率が高い傾

向にあり、生活導線も視野に入れたきめ細やかな教育・保育の提供体制を検討していく必

要があります。 

 

３．就学児童の放課後の居場所づくり 

保育所入所児童数の増加に伴い、小学校入学後の放課後児童クラブについても利用人数

は増加傾向にあり、放課後の過ごし方として、「放課後児童クラブ」は約 2 割となっていま

す。今後も放課後児童クラブの充実や、児童館、地域子ども教室等とも連携した、放課後

の居場所づくりを充実していくことが重要となります。 

 

４．相談・情報提供の充実 

子育てにかかわっている人は母親が大半であり、日常的にお子さんをみてくれる親族・

知人が「いずれもいない」との回答も１～２割程度いる状況です。また、相談相手・場所

は９割以上は「いる／ある」となっていますが、「いない／ない」も数パーセント回答があ

ります。一方、相談相手・場所として、市の関係機関の割合は非常に少なく、また、今後

利用したい事業としては「自治体発行の子育て支援情報誌」が最多となっていることなど

から、相談機関やサービスなどについての情報提供を充実し、子育て家庭の支援を行うこ

とが重要となります。 


